
 

第 3 期がん対策推進基本計画（国）のロジックモデル化<指標付> 例  

 

 都道府県のがん対策に関わる関係者が、自県の第 3 期がん対策推進計画（以下、県計画）のロジ

ックモデルを検討する際の参考となるよう、国の第 3 期がん対策推進基本計画（以下、国基本計画）

をロジックモデル化した資料を作成いたしました。下記の説明をお読みのうえ、ご活用ください。 

 

■作業の内容と留意点  

 

1. 国の第 3 期がん対策推進基本計画の本文をロジックモデル化しました。  

・  方針や作業者によって仕上がりが異なりえます。 

・  本資料では、計画文中からもアウトカムに該当する文言を拾っています。  

・  文中に書かれている目標も、ロジックモデルの指標欄に目標として配置しています。  

・  施策については、「取り組むべき施策」に記載されている順に採録しました（スペースの関

係から内容に変更生じない範囲で略記したところがあります）。  

 

2. 上記ロジックモデルに第 73 回がん対策推進協議会（2019 年 6 月 28 日開催）にて示された中間

評価指標案を配置しました。  

・  中間評価指標案を、該当する（または内容的に近い）施策・アウトカム欄に配置しました。  

・  指標の番号は、第 73 回がん対策推進協議会資料 6 に基づくものです。  

・  一部、指標が計画文の内容に当てはめにくいものがあります。それらにつきましては、指標

のみをロジックモデルに外出しで追記しました。  

・  この作業も、作業者によって仕上がりが異なりえることをご承知おきください。  

 

 

 

■関連資料  https://cpsum.org/pdca -----------------------------------------------------------------------------  

・  ロジックモデルについては、『誰にでもできる！がん計画の作り方』をご参照ください。  

・  計画の中間評価と改善の詳細は、『誰にでもできる ! がん計画中間評価ガイドブック』（2019 年

8 月公開）を参照ください。  

・  都道府県計画のロジックモデル化例は「参考ロジックモデル：都道府県計画」をご覧ください。  

https://cpsum.org/pdca


1-1.  がんの1次予防 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

H34(2022)度
まで　12%

H34(2022)度
まで　ｾﾞﾛ

望まない受動喫煙のない社
会の実現★

H23(2022)度
までにできる
だけ早期に

国民の生活習慣が改善して
いる

H27(2015)
男13.9%, 女
8.1%

H34(2022)ま
で　男13.0%,
女6.4%

H27(2015)
20-64歳男
24.6%, 女
19.8%、65歳
以上男52.5%,
女38.0%

H34(2022)
20-64歳男
36.0%, 女
33.0%、65歳
以上男58.0%,
女48.0%

肝炎の早期発見・早期治療
につなげる

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

受動喫煙の防止については、オ
リパラ基本方針も踏まえ、受動
喫煙防止対策を徹底する

1017   運動習慣のある者の
割合★

「禁煙支援マニュアル（第二
版）」の周知を進めるとともに、
内容の充実を図る

「たばこの規制に関する世界保
健機関枠組条約」や海外のたば
こ対策の状況を踏まえつつ、関
係省庁が連携して必要な対策を
講ずる

20歳未満の喫煙がなくなって
いる

1012  20歳未満喫煙率★

1013  妊娠中の喫煙率

1014  禁煙希望者の割合

1015  望まない受動喫煙の
機会を有する者の割合

禁煙希望者に対する禁煙支援
を図る

喫煙が与える健康への悪影響
に関する意識向上のための普
及啓発活動を一層推進する

国は引き続きヘリコバクター・ピ
ロリの除菌の胃がん発症予防
における有効性等について、国
内外の知見を速やかに収集し、
科学的根拠に基いた対策につ
いて検討する

B型肝炎については、予防接種
法による定期の予防接種を着
実に推進する

家庭における受動喫煙機会の
減少、妊産婦や未成年の喫煙
をなくすための普及啓発活動を
進める

がんの予防法について、学校に
おけるがん教育や、スマートライ
フプロジェクト、食生活改善運動
等を通じた普及啓発により積極
的に行う

HPVワクチンについては、接種
の在り方について、国は科学的
知見を収集したうえで総合的に
判断していく

国は、肝炎ウィルス検査体制の
充実やウイルス陽性者の受診
勧奨、普及啓発を行う

HTLV-1については、国は感染
予防対策を含めた総合対策等
に引き続き取り組む

参　B型・C型肝炎ウイルス
検査受検率

参　ヒトT細胞白血病ウイル
ス1型感染率

1018  適正体重を維持して
いる者の割合

ウィルス排除を可能とする治療
薬・治療法の開発に向けた研究
を、引き続き推進していく

1020  果物・野菜摂取量

高塩分食品の摂取頻度
1019  塩分接種量

1021  果物・野菜の接種不
足の者の割合

参　B型肝炎定期予防接種
実施率

指標 指標 指標

1003  がんの年齢調整罹患
率

がんの死亡者を減らす

1004  がん種別の年齢調整
罹患率の変化

生活習慣病のリスクを高め
る量を飲酒している者の割
合★　1016  ハイリスク飲酒
者の割合

成人喫煙者が減っている 1011  成人喫煙率★ がんの罹患者を減らす

参　B型・C型肝ウイルス感
染率



1-2.  がんの早期発見、がん検診（2次予防） ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

検診受診率が高まる

50.0%

精密検査受診率が高まる

国は…90%

カイドラインの
作成1年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

職域におけるがん検診の対
象者数、受診者数を含めた
データの把握や精度の管理
ができている

参  精密検査未把握率

1033  指針に基づくがん検診
を実施している市区町村の
割合

国は、保健者、事業主及び検診
機関で統一されたデータフォー
マットを使用し、必要なデータの
収集ができる仕組みを構築する

国は、国内外の知見を収集し、
科学的根拠に基いたがん検診
の方法等について検討を進め、
必要に応じて導入を目指す

国は、職域におけるがん検診を
支援するとともに、がん検診の
あり方について検討する

国は「職域におけるがん検診に
関するガイドライン（仮）」を作成
し、保険者によるデータヘルス
等の実施の際の参考とする★

保険者や事業者は職域におけ
るがん検診の実態の把握に努
める。また「職域におけるがん検
診に関するガイドライン(仮称)」
を参考に、科学的根拠に基づい
た検診の実施に努める

国、都道府県及び市町村は、が
ん検診の不利益についても理解
を得られるように、普及啓発活
動を進める

がんの早期発見・早期治療参　コールリコールを実施し
ている市区町村の割合

1032  精密検査受診率★

参  精密検査未受診率

対策型検診で行われている
すべてのがん検診受診率★
1031  がん検診受診率

がんによる死亡者が減少する

指標 指標 指標

参  指針に基づかないがん
検診を実施している市区町
村の割合

1034 「事業評価のための
チェックリスト」を実施してい
る市区町村の割合

国、都道府県、市町村は、これ
までの施策の効果を検証した上
で、受信対象者の明確化や、将
来的には組織型検診のような検
診の実施体制の整備など、効果
的な受診率向上の方策を検討・
実施する

国は、関係機関と協力し、指針
に基づいた適切ながん検診の
実施を促す

国は、がん検診と特定健診の同
時実施、女性が受信しやすい環
境整備など、受診者の立場に
たった利便性の向上や財政上
のインセンティブ策の活用に努
める

市町村は、当面の対応として、
検診受診手続きの簡素化、効果
的な受診勧奨、職域で受診機会
のないものに対する受診体制の
整備、受診対象者の名簿を活用
した個別受診勧奨・再勧奨、か
かりつけ医や薬剤師を通じた受
診勧奨など、可能な事項から順
次取り組みを進める

市町村や検診実施機関におい
ては、受診者にわかりやすくが
ん検診を説明できるなど、受診
者が、がん検診の意義及び必
要性を適切に理解できるように
努める

都道府県は指針に示される5が
んについて指針に基づかない方
法でがん検診を行っている市町
村の現状を把握し、必要な働き
かけを行うこと、生活習慣病検
診等管理指導協議会の一層の
活用を図ることなど、がん検診
の実施方法の改善や精度管理
の向上に向けた取組を検討する



2-1.  がんゲノム医療 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

2年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

治験・臨床試験情報の集約、医
師主導治験等の支援を行い、小
児がん希少がん及び難治性が
んをはじめとした全てのがんに
対する治験開発を加速させる

国は、がんゲノム医療の推
進とともに、がんゲノム情報
の取り扱いや、がんゲノム医
療に関する国民の理解を促
進するため、教育や普及啓
発に努める

国は、拠点病院等の見直し
に着手する★

国は、拠点病院等や小児がん
拠点病院での診療や知見を含
めた臨床研究等で得られたゲノ
ム情報及び臨床情報等を集約
し、質の高いデータベースやバ
イオバンクの整備を行う

集約したゲノム情報等を管理・
運用し、ゲノム情報等のビッグ
データを効率的に活用するため
のAIの開発を可能とする高度計
算機等の技術基盤を有した「が
んゲノム管理センター（仮称）」を
整備する。

2019  がんゲノム情報管理
センターに登録された患者
数

国は、患者・国民を含めたゲ
ノム医療の推進に係る関係
者が、それぞれの立場で運
営に参画する「がんゲノム医
療推進コンソシアム」を形成
し、それぞれの機能や役割を
継続的に確認しながら、意見
の集約、事業者等の審査、
国等への意見具申等を行う
体制を構築する

国は、「ゲノム医療実現推進協
議会」、「ゲノム情報を用いた医
療等の実用化タスクフォース」や
「がんゲノム医療推進コンソーシ
アム懇談会」の議論も踏まえ、
本基本計画に基づき、具体的な
取組を進める

国は、質と効率性の確保された
ゲノム解析機関や、ゲノム解析
結果を解釈する際の基礎情報と
なる「がんゲノム知識データベー
ス（仮称)」を構築するための基
盤を、民間事業者の参画を得て
整備する

国は、遺伝子関連検査（遺伝子
パネル検査）の制度上の位置づ
けや条件付き早期承認による医
薬品の適応拡大等を含めた施
策の推進等の薬事承認や保険
適用等の適切な運用等を検討
する

指標 指標 指標

2011  がんゲノム医療中核
拠点病院等の数

ゲノム情報に基づく適切な診
療の提供や革新的な治療を
開発する

★患者が個々にゲノム情報
を活用した最適な医療を受け
られている

がんゲノム医療を必要とする
患者が、全国どこにいてもが
んゲノム医療を受けられてい
る

国民が安心してがんゲノム
医療に参加できる環境の整
備が整う

2020  ゲノム情報を活用した
がん医療についてがん患者
が必要な情報を取得できた
割合

2012  がんゲノム医療中核
拠点病院等が整備されてい
る都道府県数

国は、本基本計画に基づき、が
んゲノム医療を牽引する高度な
機能を有する医療機関（「がん
ゲノム医療中核拠点病院（仮
称）」の整備及び拠点病院等や
小児がん拠点病院を活用したゲ
ノム医療提供体制の構築を進
める

2013  遺伝医学に関する専
門的な知識及び技能を有す
る医師数（臨床遺伝専門医）

2014  遺伝医学に関する専
門的な遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ技術を
有する者の数（遺伝ｶｳﾝｾ
ﾗｰ）

2015  遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等を行
う部門につないだりする者の
数（がんゲノム医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ）

2016  薬物療法に専門的な
知識及び技能を有する医師
の数

国は関係機関と連携し、がんゲ
ノムに医療に必要な人材の育成
を推進し、適切な配置がなされ
るよう、必要な支援を行う

2017  遺伝子パネル検査を
受けた患者数

2018  遺伝子ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実
施した患者数

国は、患者・家族の理解を促し、
心情面でのサポートや治療選択
の意思決定支援を可能とする体
制の整備も進める

国は、バイオインフオマティシャ
ン、人工知能の研究に携わる技
術者等の医療従事者以外の人
材育成についても検討を行う



2-2.  手術療法、放射線療法、化学療法、免疫療法の充実 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

2年以内

【薬物療法】患者が病態に応
じた適切な薬物療法を受けら
れている

施策の続き
【免疫療法】

施策の続き
【薬物療法】国は、拠点病院
等と、地域の医療機関や薬
局等との連携体制を強化す
るために必要な施策を講じる

2040  がん
専門薬剤師
またはがん
薬物療法認
定薬剤師が

2042  臨床
試験または
先進医療の

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

【薬物療法】外来薬物療法が
安全に提供されている

2028  患者用診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の数

国は、手術、放射線、薬物各療
法及び免疫療法に関するそれ
ぞれの専門的な学会が、それら
の治療法に関する最新の情報
について互いに共有した上で、
周知啓発を行うことを要請する
★

指標 指標

2022  がんの5年相対生存
率

【提供体制】拠点病院等の質
の格差が解消されている

【手術療法】定型的な術式で
の治療が困難ながんに対応
できる医療体制が整備されて
いる

2027  診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの数 【提供体制】治療成績の向上
等に資する研究開発の促進
や診療の質の向上が図られ
ている

【提供体制】国民皆保険の持
続性を確保しつつ、医療技術
の一層の向上を図り、将来に
わたって必要かつ適切なが
ん医療が患者に提供されて
いる

【提供体制】国は、がん治療へ
の国民負担の軽減と医療の質
の向上に関する必要な取り組み
を、患者のに声を聴きながら実
施する

【薬物療法】薬物療法を受け
る外来患者に服薬管理や副
作用対策が講じられている

【提供体制】国は、要件未充足
の拠点病院等に対する指導方
針や、各要件の趣旨や具体的な
実施方法の明確化等について
検討する

【提供体制】ゲノム、一部の放射
線治療、小児・希少・難治性が
ん等に関しては一定の集約化の
在り方について検討し、それを
踏まえて整備する

【提供体制】国は、拠点病院要
件見直しにあたっては、ゲノム医
療、医療安全、支持療法など新
たに盛り込む事項を検討する。

【放射線療法】標準的な放射
線療法の提供体制が均てん
化されている

【提供体制】国は、診療実績数
等を用いた医療機関比較、第三
者による医療機関評価、医療機
関間での定期的な実地調査等
の方策について検討する

指標

【提供体制】国は、拠点病院格
差解消のため、他医療機関との
比較や第三者評価、資料機関
間での定期実施調査などを行う
ための方策を検討する。

【提供体制】国は、標準的な手
術・放射線・薬物療法、緩和ケア
の提供、相談支援ｾﾝﾀｰの整
備、院内がん登録及びｷｬﾝｻｰ
ﾎﾞｰﾄﾞ実施等の均てん化が必要
な取り組みに関し、拠点病院等
を中心とした取組を進める

国は新たながん診療提供体制
について検討し、必要に応じて
拠点病院等の整備指針の見直
しを行い、拠点病院等の機能を
さらに充実させる★

【薬物療法】国は、専門的な
医師や薬剤師、相談員等の
人材育成、適正配置に努め
る。それらの専門職が連携
し、患者に適切な説明を行う
ための体制整備に努める

【薬物療法】拠点病院等は、
薬物療法に携わる院内すべ
ての医療従事者に対して、外
来療法に関する情報共有や
啓発等を行う

【免疫療法】国は薬事承認を
受けて実施される免疫療法
について、関係団体等が策
定する指針等に基づいた適
切な実施を推進する
関係団体は免疫療法の科学

2036  放射線治療専門医
が常勤で配置されている拠
点病院の割合

【放射線療法】関係団体は、
放射線治療症例全国登録を
活用し、科学的根拠に基づい
た治療を推進する

【放射線療法】高度な放射線
療法については、必要に応じ
て都道府県を超えた連携体
制や必要な人材についての
体制整備を検討する

【手術療法】国は、外科分野の
人材育成や、適正配置を行うこ
とを検討する

【手術療法】国は、体への負担
の少ない手術療法侵襲性の低
い治療等を普及させるとともに、
新たな治療法に資する安全なや
医療機器の開発を推進する

【手術療法】関係団体はNCDを
活用するなど手術療法の質の
担保と向上を図る

2031  がんの鏡視下手術
（保険診療に係るもの）の
割合

2023  医療が進歩しているこ
とを実感している患者の割
合

2032  拠点病院における5大
がん患者の術後30日以内の
死亡率

2021  標準的治療の実施
割合

年齢調整死亡率

2026  がんの診断・治療全
体の総合的評価

2033  外来放射線照射診
療料
2035  IMRT加算
2034  直接加速器による定
位放射線治療加算
---をとっている拠点病院
の割合

2039  転移・再発5大がん
患者の化学療法を内科医
が担当している拠点病院の
割合

2043  科学的根拠を有する
免疫療法について国民が
必要な情報を取得できてい
る割合

【放射線療法】標準的な放射
線療法の提供体制につい
て、均てん化を進める

【薬物療法】拠点病院等は、
外来薬物療法に関する多職
種による院内横断的な検討
の場を設ける。



【手術療法】多領域の手術療法
に対応できるような医師、医療
チームを育成する

【免疫療法】国は、革新的で
あるが高額な医薬品につい
て、効果的・効率的な使用の
あり方を検討する

【手術療法】定型的な術式での
治療が困難な一部のがんにつ
いては、一定の集約化を行うた
めの仕組みを構築し、その情報
提供を行う

【免疫療法】国は関係団体と
連携して、免疫療法に関する
適切な情報を患者や国民に
対し届けるためのあり方を検
討する

2037  自施設で核医学治
療を実施している拠点病院
の割合

【放射線療法】国及び関係団
体は、「緩和的放射線療法」
を治療の選択肢のひとつとし
て普及させるため、緩和ケア
研修会等の教育項目に位置
付け、がん治療に携わる医
師等に普及啓発を進める

【放射線療法】国は関係団体
と連携しながら、核医学治療
について必要な施設数、人材
等を考慮した上で、核医学治
療を推進するための体制整
備について総合的に検討を
進める

2038  緩和ケア研修修了者
数（医師・医師以外）



2-3.  チーム医療の推進 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

専門チームへの依頼など、1人1
人の患者に必要な治療やケア
を専門的な立場から議論し、在
宅での療養支援も含めて患者
が必要とする連携する体制を整
備する

拠点病院等における医療従
事者の連携が強化されてい
る

指標 指標 指標

国は、キャンサーボードへの多
職種参加を促す

患者が入院中、外来通院在
宅療養中など、それぞれの
状況において、必要なサポー
トを受けられるチーム医療体
制が強化されている★

2056  1拠点病院あたりのｷｬ
ﾝｻｰﾎﾞｰﾄﾞ開催数

患者とその家族が抱える
様々な苦悩や悩み、負担に
応え、安全かつ安心で質の
高いがん医療が提供されて
いる

2051  専門ﾁｰﾑを整備し、が
ん患者に関してｺﾝｻﾙﾃｰｼﾖﾝ
を行っている拠点病院の割
合

2053  拠点病院以外の病院
で緩和ｹｱﾁｰﾑの新規介入患
者数が、年間50件以上の病
院数

2052  緩和ケアﾁｰﾑを設置し
ている病院の割合

2055  主治医以外にも相談
しやすいｽﾀｯﾌがいた患者の
割合

2054  がん診療を統括する
診療部（腫瘍ｾﾝﾀｰ等）が設
置されている拠点病院の割
合



2-4.  がんのリハビリテーション ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
、 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

3年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

指標 指標 指標

国は、患者の社会復帰や社会
協働という観点も踏まえ、リハを
含めた医療提供体制のあり方を
検討する★

2062  拠点病院に通院・入院
中のがん患者でﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼﾖ
ﾝを受けた患者の割合

国は、リハのあり方の検討結果
について、拠点病院等での普及
に努める★

2061  ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門医が
配置されている拠点病院の
割合

2063  がんﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼﾖﾝ研修
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを修了している医療
従事者の人数



2-5.  支持療法の推進 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

2076 外見の変化に関する
相談ができた患者の割合

2077 リンパ浮腫外来

指標 指標

国は、支持療法に関する実態を
把握し、それを踏まえた研究の
推進と、診療の実践に向けて取
り組む

指標

2072 支持療法に関する標
準診療を実施している医師
の割合

2071 拠点病院において支持
療法に関する標準診療を実
施された患者の割合

2074 治療による副作用の見
通しを持てた患者の割合

がん治療による副作用・合併
症・後遺症により、患者とそ
の家族の生活の質が低下し
ていない★

2078 ｽﾄｰﾏ外来が設置され
ている拠点病院の割合

2073 支持療法に関するガイ
ドラインの数

国は、患者視点の評価も重視し
た、支持療法に関する診療ガイ
ドラインを作成し、医療機関での
実施につなげる★

2075 身体的なつらさがある
時に、すぐに医療スタッフに
相談できると思う患者の割合



2-6.  希少がん、難治性がん対策（それぞれのがんの特性に応じた対策） ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

2年以内

2年以内

希少がん患者が適切な医療
を受けられる環境が整備され
ている★

2年以内

2週間未満
a 42.1%, b
34.4% (2015)

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国は、関係団体や学会と協力
し、難治性がんに関する臨床や
研究における大学や所属機関
を超えた人材育成の体制整備
を促進する

難治性がんの研究が臨床につ
ながるようなネットワーク体制を
整備する

国は、国際的な研究ﾈｯﾄﾜｰｸの
下で行うなど、がん研究を推進
するための取り組みを開始し、
患者に有効性の高い診断法、
早期発見法、治療法を速やかに
提供するための体制づくりを進
める★

国は、ゲノム医療やﾘｷｯﾄﾞﾊﾞｲｵ
ﾌﾟｼｰ等を用いた低侵襲性診断
技術や早期診断技術、治療技
術等の開発を推進する

国は、患者の集約や施設の専
門化、各々の希少がんに対応で
きる病院と地域の拠点病院等や
小児がん拠点病院との連携を
推進し、専門医の少ない地方の
患者を適切な医療につなげる策
を講じる

希少がんの研究開発に関し、国
は、学会、臨床研究団体、患者
団体等との連携を一層強化し、
基礎研究から臨床研究までの
一貫した研究・治療・治療法の
開発を推進する

2082 希少がん患者の a初診
から診断までの時間、b診断
から治療開始までの時間

指標

中核的な役割を担う医療機関
は、関係機関、学会及び患者団
体と協力し、必要に応じて、民間
の取組も含めて患者が必要とい
る情報を収集し公表する

指標 指標

臨床的エビデンスの創出、診療
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの整備普及、医療従事
者の育成、基礎研究の支援、甲
かの良い臨床試験の実施等に
ついて、中核的な役割を担う医
療機関を整備する★

2083 希少がんについて、専
門的な医療を受けられたと感
じているがん患者の割合

国は、各々の希少がんに関し、
状況に応じた適切な集約化と連
携のあり方について、「希少が
んﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」等の議論を踏
まえ、検討を行う

希少がん、難治性がんに対
するより有効性の高い診断、
治療法の研究開発が効率的
に推進されている★

希少がん患者が適切な医療
を受けられている

難治性がんの研究結果が、
臨床現場におけるエビデンス
に基づいた標準的治療の確
立や医療の提供につながっ
ている

国は、希少がんに関する情報を
集約・発信する体制、全国のが
ん相談支援ｾﾝﾀｰとの連携化体
制及び病理ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝﾊｽﾃﾑ
等を通じた性格・迅速な病理診
断を提供する体制を整備する

2081 希少がん情報公開専
門施設における公開がん種
数

希少がんについて、ゲノム医
療の推進、手術・放射線・薬
物・免疫療法の充実ととも
に、その開発段階から患者
や家族の積極的な参加が得
られている



2-7. 小児がん、AYA世代のがん、高齢者のがん対策 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

38.1% (2015)

3年以内

3年以内

【高齢者】高齢者のがん診療に
関する診療ガイドラインを策定
する★

* ベストアベイラブルな数値
として3年、今後は5年生存率
に切りえる予定

2093 治療開始前に、生殖機
能への影響に関する説明を
受けたがん患者・家族の割
合

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

指標 指標 指標

2092 AYA小児世代で発症し
たがん患者の3年生存率（15
～39歳）　*

【AYA】小児がん拠点病院で対
応可能な疾患と、成人領域の専
門家性が必要な病態を明らか
にし、その診療体制を検討する

【小児】国は、安全で迅速な質の
高い診断・治療の研究を推進
し、十分な治験・臨床研究をおこ
なうことのできる体制の整備を
検討する。

【小児】標準治療が確立して
おらず診療を集約化すべき
がん種と、確立されており一
定程度の均てん化が可能な
がん種が整理されている

小児がん等のさらなる生存
率の向上

2091 小児がん患者の3年生
存率（0～14歳）　*

【小児AYA】再発症例、初期
治療反応不良等の難治性が
んに対する新規治療・薬剤
が開発されている

【小児】国は、均てん化が可能な
がん種や高度な専門性を必要と
しない病態については、小児が
ん拠点病院以外の地域の連携
病院での診療が可能な体制の
構築、必要があれば在宅医療
が実施できる診療連携体制の
構築について検討を行う

【AYA】個々の状況に応じた
多様なニーズに対応できる
情報提供、支援体制、診療
提供体制が整備されている

【小児】国は、新薬の開発を支
援するための研究を推進する

【小児】小児がん拠点病院と
地域ブロックにおける医療機
関のネット―ﾜｰｸや患者・家
族の希望に応じて、在宅医
療を実施できる体制が整って
いる。

【AYA】国は関係学会と協力し、
治療に伴う世代に応じた問題に
ついて治療前に正確な情報提
供を行い、必要に応じて専門施
設に紹介するための体制を構
築する

国は、「小児がん医療・支援の
あり方に関する検討会」及び「小
児がん診療提供体制のあり方
に関する検討会」で検討を行
い、がん拠点病院とがん診療連
携拠点病院等の両者の整備指
針の見直しを行う★

【小児AYA】小児がん、AYA
世代のがんを速やかに専門
施設で診療できる体制が
整っている★

【高齢者】診療ガイドラインを拠
点病院等に普及することを検討
する★

【高齢者】QOLの観点を含め
た高齢のがん患者に適した
治療法や診療ガイドラインが
確立されている

【高齢者】現行の各がん種に
関する診療ガイドラインに高
齢者医療の観点が取り入れ
られている

【AYA】国は、AYA世代のの多様
なニーズに対する支援ができる
医療機関等の一定の集約化に
関する検討を行う

高齢者のがん対策については、「高齢者がん診療指針策
定に必要な基盤整備に関する研究」田村和夫　を実施



2-8.  病理診断 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

87.3%(2014)

国は、関係団体や学会等と協力
し、病理コンサルテーションな
ど、正確かつ適正な病理診断を
提供する体制を強化する

国は、ピッグデータやAI を活用
した病理診断システムの研究・
開発を推進する

国は、認定病理検査技師や細
胞検査士等の病理関連業務を
担う臨床検査技師等の適正配
置について検討する

2101 常勤の病理専門医が1
名以上配置されている拠点
病院の割合

国は、病理診断医の育成に対
する支援を継続する

より安全で迅速な質の高い
病理診断や細胞診断を提供
するための環境が整備され
ている★

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

指標指標 指標



2-9. がん登録 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

がん登録データに基づき、が
んのリスクや予防に関する研
究が推進されている★

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国は、地方公共団体における科
学的根拠に基づいたがん対策
の立案やがん研究の推進のあ
り方について検討する

国や国立がん研究センターは、
研究の推進や国民への情報提
供に資するよう、がん登録で収
集する項目を必要に応じて見直
す

国及び国立がん研究ｾﾝﾀｰは、
国民の理解促進や患者・家族
の医療機関の選択に資するよ
う、希少がん小児がんを含めた
がんに関する情報の適切な提
供方法について、個人情報に配
慮しながけ検討する

全国がん登録データ、院内がん
登録データ、レセプト情報、臓器
や診療科別に収集されているが
んのデータ等の連携について、
個人情報の保護に配慮しながら
検討する

指標 指標 指標

がん登録データに基づいた
適切な情報が、患者その家
族等に届いている★

国は、地域別のがん登録データ
を用いて、予防、普及啓発、医
療提供体制の構築等の施策を
立案するために必要な資料を作
成する

2111 全国がん登録の精度
指標としてのMI比・%DCO

正確な情報に基づくがん対
策の立案、各地域の実情に
応じた施策が実施されている
★



2-10. 医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組み ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

国は、「拡大治験制度」、「最先
端医療迅速評価制度」、「患者
申出制度」について、医療従事
者に対して情報提供と周知を行
う

国は、拠点病院等の医師が、臨
床研究、先進治療、医師主導治
験、患者申出療養制度等につ
いて適切な説明を行い、必要と
する患者を専門的な施設につな
ぐ仕組みを構築する★

国は、がん患者に対し、治験や
臨床試験に関する情報を提供
する体制を整備する

2121 臨床試験・治験に関す
る窓口がある拠点病院の割
合

国は、革新的な診断法・治療法
等を創出するための研究開発を
推進する

2122 抗がん剤に関する治験
の数

国は、画期的な医薬品、医療機
器、対外診断用医薬品及び再
生医療等製品について「先駆け
審査指定制度」等の仕組みを活
用することによって、早期の承
認を推進する

国は、真に有効な医薬品を適切
に見極めてイノベーションを評
価し、革新的な新薬創出を促進
するための仕組みを見直す

指標 指標

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

研究開発投資の促進が図ら
れている

指標

国は、臨床研究中核病院と拠点
病院等や小児がん拠点病院と
の連携を一層強化する

新たな治療が特に求められ
ている分野の患者が、各種
制度を的確に活用できている

2123 アンメットメディカルニー
ズに応える新規薬剤開発
(数)



3-1. がんと診断された時からの緩和ケアの推進 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

からだのつら
さがない患者
の割合
57.4%(2015)

こころのつら
さがない患者
の割合
61.5%(2015)

施策の続き

施策の続き

がん診療に携わる医療機関
は、患者の日常動作に支障
が出ないように、徹底した疼
痛ケア行う★

良く知ってい
る 40.5%, 診
断された時か
ら
57.9%(2014)

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国およびがん診療に携わる
医療機関は、診療に携わる
全ての医療従事者に対し、
精神心理的、社会的苦痛に
も対応できる、緩和ケア研修
を実施できる体制を構築する
★

都道府県拠点病院は、緩和
ケアセンターの機能をより充
実させ、地域拠点病院にお
ける緩和ケアセンターのあり
方について、設置の要否も含
め検討する★

3018 国民の緩和ｹｱに関す
る認識

3019 国民の医療用麻薬に
関する認識

【提供体制】国は、緩和ケアの
質を評価するための指標や基
準を確立する。同時に関連調査
を継続的に実施し、評価結果に
基づいた向上策の立案に努め
る

【提供体制】国は、拠点病院以
外の病院における緩和ケアの
実態や患者ニーズについて実
地調査等を通じて把握する

【提供体制】国は、拠点病院以
外の病院においても、医師に対
する緩和ケア研修等を通じて、
緩和ケアの提供体制の充実を
図る

3017 緩和ケア研修修了者
数（医師・医師以外）

【研修】国・拠点病院等は、拠点
病院以外の病院等を対象とし
て、緩和ケア研修会の受講状況
の把握、受講勧奨をし、基本的
な緩和ケアを実践できる人材育
成に取り組む

【普及啓発】国及び地方公共
団体は、関係団体と連携し
て、関係者等らに対して正し
い知識の普及啓発を行う

【普及啓発】国は国民に対
し、医療用麻薬に関する適切
な啓発を行うとともに、医療
用麻薬等の適正使用を推進
する

【提供体制】国は、実態調査に
基づき、緩和ケア病棟の機能分
化等のあり方について検討する

【研修】国は、緩和ケア研修
開催に関する拠点病院等の
負担や受講者負担を軽減す
るよう、e-learning導入、1日
の集合研修など研修形式に
ついて見直しを行う

【研修】評価指標について
は、修了者数や受講率のみ
ならず、患者が専門的な緩和
ケアを利用することができ割
合等について調査を行ったう
えで、達成すべき目標を明確
にする

【研修】国は、主治医が自ら
緩和ケアを実施する場合の
方法、チームほのつなぎ方、
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ等研修会の
内容の充実を図る

【提供体制】緩和ケアセンターの
機能をより一層強化する。緩和
ケアセンターがない拠点病院等
は、既存の管理部門を活用し、
緩和ケアの質の評価・改善に努
める院内体制を整備する

【提供体制】緩和ケアの質の評
価に向けて、第三者を加えた評
価体制の導入を検討する

【提供体制】国は関係学会と連
携して、関連医療職の適正配置
や緩和ケアチームの育成のあり
方を検討する

【研修】国は、拠点病院以外
の医療機関においても緩和
ケアが実施されるよう、患者
の視点を入れつつ地域の実
情に応じて研修内容や実施
方法を充実させる

【提供体制】がん診療に携わる
医療機関は、症状緩和の専門
家に迅速につなぐ過程を明確に
する、患者・家族に相談窓口を
案内する、医療従事者から積極
的な働きかけを行うなど、実効
性のある取り組みを進める

患者とその家族のQOLの向
上

【提供体制】国は、医療従事者
が患者の痛みやつらさの訴えを
引き出せるための教育や研修を
行う

【提供体制】専門的な緩和ケ
アの質が向上している

【提供体制】患者とその家族
が痛みやつらさを訴えやすい
と感じている

3011 心のつらさがある時
に、すぐに医療スタッフに相
談できると感じている患者の
割合

指標 指標

【提供体制】拠点病院等は、が
ん診療に緩和ケアを組み入れ
た体制を整備・充実していくこと
とし、がん疼痛等の苦痛のスク
リーニングを診断時から行い、
苦痛を定期的に確認し、迅速に
対処する

【提供体制】がん診療に携わる
医療機関は、院内全ての医療
従事者間の連携を診断時から
確保する

がん診療に携わる全ての医
療従事者が、精神心理的、
社会的苦痛にも対応できて
いる★

指標

【研修】国は、卒後2年目まで
の医師が基本的な緩和ケア
を習得するための方法につ
いて検討する
拠点病院等においては、卒
後2年目までのすべての医師
が研修を受講するよう、必要
な施策を実施する

【研修】国は、グリーフケアの
提供に必要な研修プログラ
ムを策定し、緩和ケア研修等
の内容に追加する

患者とその家族が痛みやつ
らさを感じることなく過ごすこ
とが保障される社会が構築さ
れている

【普及啓発】がん診療に携わ
る医療機関は、在宅緩和ケ
アにおける適切な医療用麻
薬の利用について検討する

【普及啓発】がん診療に携わ
る医療機関は、医療用膜の
使用法の確立を目指した研
究を行う

3014 身体的・精神心理的な
苦痛により日所宇生活に支
障をきたしているがん患者の
割合

3015 療養生活の最終段階
において、身体的な苦痛を抱
えるがん患者の割合

3016 療養生活の最終段階
において、精神心理的な苦
痛を抱えるがん患者の割合

3012 身体的な苦痛を抱える
がん患者の割合

3013 精神心理的な苦痛を抱
えるがん患者の割合



57,764名
（2014）

正しく使用す
れば安全だと
思う
52.8%(2014)

3年以内

都道府県拠点病院は、緩和
ケアセンターの機能をより充
実させ、地域拠点病院にお
ける緩和ケアセンターのあり
方について、設置の要否も含
め検討する★

拠点病院以外の病院や緩和
ケア病棟における実態や患
者ニーズについて調査し、緩
和ケアの提供体制を検討を
進める★

【研修】国・拠点病院等は、拠点
病院以外の病院等を対象とし
て、緩和ケア研修会の受講状況
の把握、受講勧奨をし、基本的
な緩和ケアを実践できる人材育
成に取り組む

【研修】国は、チーム医療の観
点から看護師、薬剤師等の医療
従事者が、緩和ケア研修を受講
可能となるような内容・体制を検
討する

【普及啓発】国は国民に対
し、医療用麻薬に関する適切
な啓発を行うとともに、医療
用麻薬等の適正使用を推進
する

【普及啓発】がん診療に携わ
る医療機関は、地域の医療
従事者も含めた院内研修を
定期的に実施する。



3-2. 相談支援、情報提供 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

患者が、治療の早期からが
ん相談支援センターの存在
を認識し、必要に応じて確実
に支援を受けられている

67.4%(2015)

37.1%(2015)

利用したこと
がある 7.8%,
利用はないが
知っている
48.2% (2015)

3年以内

3年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

3023 がん相談支援ｾﾝﾀｰ/
相談ｾﾝﾀｰについて知ってい
るがん患者・家族の割合

3024 ピアサポーターについ
て知っているがん患者・家族
の割合

3021 がんと診断後、病気や
療養生活について相談でき
ていると感じるがん患者の割
合

拠点病院等は、PDCAサイクル
を実施しながら相談支援の質の
担保と格差の解消を図る

3025 がん情報ｻｰﾋﾞｽにアク
セスし、探していた情報にた
どり着くことができた者の割
合

指標

拠点病院等や小児がん拠点病
院は、院内のがん相談支援セン
ターの利用を促進させるための
方策を検討し、必要に応じて拠
点病院等や小児がん拠点病院
の指針に盛り込む

3022 家族の悩みや負担を
相談できる支援が十分であ
ると感じているがん患者・家
族の割合

国民が必要な時に、自分に
合った正しい医療情報を入
手し、適切に治療や生活等
に関する選択ができている★

指標 指標

拠点病院等は、相談支援センタ
へ―の院内外への広報、診療
連携協議会情報提供、相談支
援部会等を通じたﾈｯﾄﾜｰｸ形成
や相談者からのFBをある取り組
みを実施する

国は、ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄの実態調査、結
果検証を行ったうえで、研修内
容を見直し、ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄの普及に
取り組む★

国は科学的根拠に基づく情報を
迅速に定期用するための体制
を整備する★

国立がん研究センターは、ウェ
ブサイト適正化の取り組みを踏
まえて、注意喚起等の普及啓発
を効果的に行う

国及び国立がん研究センター
は、コミュニケーションに配慮か
必要な国民や日本語を母国語
にしていない者に対し、音声資
料や展示資料等を作成し、普及
に努める

国は、多様化複雑化するﾆｰｽﾞ
に対応できるよう、学会との連
携や相談支援従事者の研修の
あり方等について検討し、より効
率的・効果的な相談支援体制を
構築する★

3026 がん情報ｻｰﾋﾞｽにおけ
る点字資料、音声資料数、
資料の更新数

国は、相談支援に携わる者の質
を担保するための方策を検討
し、必要に応じて拠点病院等の
整備指針に盛り込む

国が作成したピアサポート研修
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実態調査を行い、ピ
アサポーターの活動が普及しな
い原因を明らかにしたうえで研
修内容の見直しやﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄの
普及を図る

国は、インターネット上の医業等
に係るウェブサイトの監視体制
の強化に努める

国立がん研究センターは、様々
な情報を収集・発信し、科学的
根拠に基づく情報を国民に提供
する



3-3. 社会連携に基づくがん対策・がん患者支援 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

40.3%(2015)

2年以内

3年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国は、地域連携体制について検
討し、必要に応じて拠点病院等
の整備指針の見直しを行い、拠
点病院等の機能をさらに充実さ
せる★

拠点病院等は地域における緩
和ケアの状況を把握し、その提
供体制について検討する場を設
ける
都道府県はその開催状況を把
握することに努める★

【在宅緩和】国、地方公共団体
は、地域の医師会、薬剤師会等
と協働して、在宅療養支援診療
所・病院、薬局、訪問看護ス
テーションの医療・介護従事者
への緩和ケア研修等を実施す
る

【在宅緩和】国は、要介護認定
における「末期がん」の表記に
ついて、保険者が柔軟に対応で
きるような方策を検討する

【拠点病院地域連携】拠点病院
等は、緩和ケアについて定期的
に検討する場を設け、緊急時の
受け入れ体制、地域での困難
事例の対応等について協議す
るこことにより地域の患者支援
の充実を図る。国は施設間の調
整役の養成等て゜この取り組み
を支援する

3031 1拠点病院あたりの地
域連携推進のための他施設
合同会議の開催数

【拠点病院地域連携】国は、各
職種の役割を明確にしたうえ
で、多職種連携を推進する。そ
の際、施設間調整者のあり方
や、地域連携クリティカルパスの
あり方を見直しについて検討す
る

3034 望んだ場所で過ごせた
がん患者の割合

【拠点病院地域連携】国は、地
域で在宅医療を担う機関におい
て拠点病院等の医療従事者が
連携して診療を行うこと、地域の
医療・介護従事者から拠点病院
等で見学やｶﾝﾌｧに参加したりす
ることなどを可能とする連携・教
育体制のあり方を検討する

3033 在宅で亡くなったがん
患者の医療に対する満足度

【在宅緩和】切れ目なく、質の
高いがん医療が提供されて
いる

患者がその療養する場所に
関わらず、質の高いがん医
療を受けられている★

3032 がん治療前に、ｾｶﾝﾄﾞｵ
ﾋﾟﾆｵﾝに関する話を受けたが
ん患者の割合

指標

【拠点病院地域連携】国は、地
域の実情に応じて病院と在宅医
療との連携や患者のフォロー
アップのあり方を検討する

【連携】切れ目のない医療・
ケアが提供され、質が向上し
ている

指標 指標



3-4.  がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援） ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

患者、経験者、その家族の生
活の質が向上している★

【医就支】診断早期に離職す
ることがなくなる

【医就支】患者が安心して復
職できる

【社会】国民のがんに対する
偏見が払しょくされている

施策の続き

施策の続き

国は、「治療と仕事両立プラ
ン（仮称）」を開発する★

3年以内

国は、医療機関向けに企業
との連携のためのマニュアル
を作成し、その普及を開始す
る★

3年以内

3050　がん患者の自殺数

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

3046 治療と仕事を両立する
ための社内制度等を利用し
た患者の割合

3047 治療と仕事を両立する
ための勤務上の配慮がなさ
れているがん患者の割合

【医就支】全国どこでの拠点
病院等のがん相談支援セン
ターにおいても、より充実した
就労支援相談支援が受けら
れる

医就支= 医療機関等における就労支援
職地就支= 職場や地域における就労支援
社会= 就労以外の社会的な問題

【医就支】治療の早期から患
者ががん相談支援センター
を認識し、必要に応じて確実
に支援を受けられている

指標

3042 がんと診断された後も、
仕事を継続していたがん患
者の割合

がんになっても自分らしく活
き活きと働き、安心して暮ら
せる社会が実現している

指標

3045 がん相談支援センター
における就労に関する相談
件数

3041 治療開始前に、就労継
続について説明を受けたが
ん患者の割合

3043 退職したがん患者のう
ち、がん治療の開始前まで
に退職した者の割合

3048 外見の変化に関する
相談ができたがん患者の割
合

【社会】国は、障害のある患
者の実態ﾆｰｽﾞ課題を明らか
にする。各専門分野を超えた
連携を可能とするため、障害
者福祉の専門支援機関と拠
点病院等との連携を促進さ
れる仕組みを検討する

【社会】国は、コミュニケー
ションに配慮が必要な患者、
治療により障害をもった患者
に対し、ユニバーサルな視点
を取り入れることを検討する

【社会】国は、家族性腫瘍に
関する情報を集約化し、診
断、治療、相談体制の整備
や人材育成等について検討
する

【社会】国は、がん患者の経
済的な課題を明らかにし、利
用可能な社会保障制度に関
する周知の方法や、その他
の課題解決に向けた施策を
検討する

【社会】国は、医療従事者を
対象としたｱﾋﾟｱﾗﾝｽ支援研修
等の開催や、生殖機能の温
存等について的確な時期に
治療選択ができるよう、関連
学会党と連携した相談支援・
情報提供のあり方を検討す
る

【職地就支】地域における就労
支援の関係者等で構成する
チームを設置し、連携した取り
組みの推進を図る

【社会】国は、拠点病院等に
おけるがん患者の自殺の実
態調査を行い、効果的な介
入のあり方について検討する

上記プランを活用し就労支援
者間の連携についてモデル
を構築し、個々の事情に応じ
た就労支援を行う体制整備
を進める★

【職地就支】企業はがん患者が
働きやすい社内風土づくりを行
うように努める

【医就支】国は、患者の治療、生
活、勤務情報等をまとめた「治
療と仕事両立プラン（仮称）」を
開発する

【医就支】就労支援に携わる者
は、患者個々の事情を把握した
うえで、患者と事業主との間で
復職に向けた調整を支援する

【職地就支】国は、治療と仕事の
両立が可能な制度等を進める
企業に表彰する制度を検討する
とともに、助成金による支援を行
う

【医就支】国は、がん患者の再
就職後の就労継続状況につい
て調査を行い、再就職支援に生
かしていく

【職地就支】国は、両立支援に
係る相談対応、事業場訪問指
導、企業と患者との個別調整支
援等を実施するとともに、支援
が活用されるよう周知を図る

【職地就支】産業保健総合支援
センターにおいて、経営者への
啓発セミナー、企業内関係やへ
の専門的研修を開催する

3049 治療開始前に、生殖機
能への影響に関する説明を
受けたがん患者・家族の割
合

指標

【医就支】国は、拠点病院等で
就労支援に携わる者が患者の
状況を踏まえた適切な支援に必
要な知識を身につけられる研修
を実施する

【医就支】国は、「両立支援コー
ディネーター」を拠点病院等、関
係団体及び労働者安全機構と
の連携の下に育成・配置し、主
治医、会社・産業医及び両立支
援コーディネーターによる患者
への「トライアングル型サポート
体制」を構築する

【医就支】国は、院外の就労支
援に関する専門家との連携、相
談の質の確保及びその評価の
方策を検討する

3044 ﾊﾛｰﾜｰｸと連携した就
職支援を行っている拠点病
院等の数

【医就支】国は、がん相談支援ｾ
ﾝﾀｰの利用を促す方策を検討
し、必要に応じて、拠点病院等
の整備指針に反映することを検
討する

【医就支】がん患者へ治療と職
業生活の両立支援についての
周知を図る

【医就支】国は、拠点病院等と安
定所との連携を推進する事業に
ついて、各地域の実情穂踏まえ
ながら拡充を図る

【職地就支】「事業場における
治療と職業生活の両立支援
のためのガイドライン」に基づ
くがん患者の働きやすい環
境が整備されている



【社会】地方公共団体は、学校
でのがん教育だけでなく、民間
団体や患者団体等の協力を得
ながら科学的根拠に基づいたが
んに関する知識を得る機会を設
ける

【職地就支】治療と仕事の両立
の観点から、傷病手当金の支給
要件について検討し、必要な措
置を講じる

【社会】国は、障害者福祉の
専門支援機関と拠点病院等
の連携を促進させることので
きる仕組みについて検討す
る

【社会】相談支援ｾﾝﾀｰを中心
とした自殺防止のためのセー
フティネットを整え、専門的な
精神心理的ケアにつなぐた
めの体制の構築と周知を行
う

国は、がん患者や家族に関
する研究を行うことによって、
その課題を明らかにする★

国は、既存の施策の強化や
普及啓発、さらなる施策の必
要性について検討する★



3-5.  ライフステージに応じたがん対策 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

37.1%(2015)

院内学級43%,
宿泊施設
18.6% (2014)

3年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

【高齢者】　高齢がん患者の意
思決定の支援に関する診療ガ
イドラインを策定し、拠点病院等
に普及することを検討する★

【高齢者】国は、医療介護の連
携により、患者とその家族の意
思決定に沿った療養生活を支え
るための方策を検討する

【高齢者】国は、認知症等を合
併した患者や看取り期にある患
者の意思決定支援を図るため
の方策について検討を行う

国は、小児がん拠点病院とがん
診療連携拠点病院等の両社の
整備指針の見直しを行う★

【小児AYA】国は、小児がん緩
和ケア研修会を実施するなど、
小児・AYA世代の患者に対する
緩和ケア提供体制の整備や在
宅療養環境の整備等に必要な
方策を検討する

指標指標 指標

高齢者の対策については、
「高齢者のがん医療の質の向上に資する簡便で効果的な
意思決定支援プログラムの開発に関する研究」小川朝生
を実施

高齢者が医療と介護との連
携の下で適切ながん医療を
受けられている

治療中に、学校・教育関係
者から、治療と教育の両立
に関する支援を受けた家族
の割合（患者体験調査）

小児がん拠点病院と拠点病
院等の整備指針の見直しが
行われている

小児・AYA世代のがん経験
者が治療後の年齢に応じ
て、継ぎ目なく診療や長期ﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟを受けられる体制が
整っている★

緩和ケアに従事する医療者
が、小児AYAに携わる医療
者と診療方針等を共有できて
いる
入院中だけでなく゛外来や在
宅においても連携できている

小児AYA世代のがん経験者
に対して、成人発祥のがん患
者とは課題が異なることを踏
まえた就職支援が行われて
いる

家族の悩みや負担を相談で
きる支援が十分であると感じ
ているがん患者・家族の割
合

小児・AYA世代の患者が治
療を受けながら学業を継続
できている

3051 （小児がん拠点病院+
小児がん連携病院のうち）院
内学級体制・宿泊施設を整
備している施設の割合

小児がん患者の後遺症や晩
期合併症に対応できる長期
フォローアップ体制が整って
いる

【小児AYA】小児・AYA世代のが
ん経験者の就労における課題
を踏まえ、医療従事者のみなら
ず、各種就労支援関連機関や
患者団体との連携を強化する

治療開始前に、教育支援等
について、医療従事者から
説明を受けたがん患者・家
族の割合（患者体験調査）

【小児AYA】国は、医療従事者に
対し長期フォローアップに関す
る教育を充実させる。ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
等を活用しながら長期ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
の体制を整備する

【小児AYA】 国及び地方公共団
体は、遠隔教育など療養中にお
いても適切な教育を開けること
ができる環境の整備や、復学・
就学支援など療養中の生徒に
対する特別支援教育を一層充
実させる

【小児AYA】 国は、小児がん患
者の晩期合併症が少なくなるよ
うな研究について推進する

【小児AYA】国は、ライフステー
ジに応じて成人診療科と連携し
た切れ目のない相談等の支援
体制整備を推進する



4-1.  がん研究 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

2年以内

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国は、研究の計画立案と評価に
参画可能な患者を教育するため
のプログラムの策定を開始する

がん患者が臨床研究を含め
た治療の選択肢を持ててい
る

必要に応じてAMEDで行われて
いる事業の研究領域を見直し、
科学技術の進展や臨床ニーズ
に見合った研究を推進する★

革新的な診断法や治療法が
創出される

AMEDは、2018年度より患者及
び経験者の参画によってがん研
究を推進するための取組を開始
する

国は、革新的医療機器につい
て、均てん化に資するコストダウ
ン等に向けた研究開発を推進
する

「がん研究10か年戦略」のあり
方について検討を行い、新たな
課題や重点的に進めるべき研
究を折り込む★

AMEDは、有望な基礎研究の成
果の厳選、医薬品医療機器の
開発と企業導出を速やかに行う
ための取り組みを拡充する

ｼﾞｬﾊﾞﾝｷｬﾝｻｰﾘｻｰﾁﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを
中心に各省庁が協力し、小児・
希少・難治性がん等の標準的治
療の確立や診療ガイドライン策
定及びﾊﾞｲｵﾏｰｶｰの開発に向け
た取組みを推進する

国は、予防の必要性を周知する
方法を含め、効果的な健康増進
に関する研究に取り組む。これ
らの研究の必要性を戦略上明
確に位置付け、関係省庁・機関
等が一体となり推進する

国は、臨床研究情報をわかりや
すく医療従事者や国民に提供す
るとともに、関係団体等と連携
し、治験開発を一層推進する

患者、がん経験者の研究参画
によって研究を推進するための
取り組みを開始する

患者やがん経験者が研究の
デザインや評価に参画できる
体制が整っている

指標

新たな治療法の開発が期待で
きるｹﾞﾉﾑ医療や免疫療法につ
いて、重点的に研究を推進する

国は、「がん研究10か年戦略」
を現状のﾆｰｽﾞや我が国に求め
られる研究について有識者の意
見を参考にしつ見直しを行う

基礎的な研究から実用化に
向けた研究までが一体的に
進んでいる

4001 日本発の治療薬〔診断
薬、ﾃﾞﾊﾞｲｽ治療〕創出に向け
て導出された治験〔と臨床試
験〕の数

国は、「がんｹﾞﾉﾑ情報管理ｾﾝ
ﾀｰ(仮称)」ら集積された情報を
分析すること等により戦略的に
がん研究を進める体制を整備
する

国は、低侵襲性診断技術や早
期診断技術の開発、新たな免疫
療法に係る研究等について、戦
略的に研究開発を推進する

国は患者の声を取り入れなが
ら、罹患後の社会生活や中長期
的な後遺症に対する診療ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ作成など、ｻﾊﾟｲﾊﾞｰｼｯﾌﾟ研究
を推進する

指標 指標

〔　〕は、第73回厚生労働省がん対策推進協
議会で上がった案



4-2.  人材育成 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

2年以内

4012 がんゲノム医療ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ研修会参加人数

4013 小児・AYA世代のがん
の長期ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに関する研
修会参加人数〔職種別〕

〔　〕は、第73回厚生労働省がん対策推進協
議会で上がった案

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国は、看護教育、薬学教育にお
いても、基本的な緩和ケアの習
得を推進する。

国は、ゲノム医療や希少がん・
難治性がん、小児AYA高齢者゛
とののライフステージに応じたが
ん対策に対応できる医療従事
者の育成を促進する

国は、今後のがん医療に必要な
人材と、幅広い育成のあり方に
ついて検討し、具体的な育成ス
ケジュールを策定する★

がん医療や支援の均てん化
が実現している

国は、文科省がこれまでに構築
した人材育成機能を活用し、が
ん医療を専門とする医療従事者
の養成を継続して行う

国は、大学等の医療機関にお
いて、緩和ケアの実践的ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの充実や緩和医療講座の設
置も含め、医師の卒前教育を担
う指導者を育成するための積極
的な取り組みを推進する

4011 緩和ケア研修修了者
数（医師・医師以外）

指標 指標 指標

国は、幅広い人材の育成に関
する検討を行う

緩和ケアをがん以外の疾患
に広げていくための実践的な
教育ブログラムが実施されて
いる



4-3.  がん教育、がんに関する知識の普及啓発 ※当ロジックモデルをご参照の際は、必ず表紙の注釈欄をご確認ください

★印は、各分野の「個別目標」欄に記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
(サミット終了後に追記しました) 現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。

国民が、自分や身近な人が
がんに罹患してもそれを正し
く理解し、向き合えている★

都道府県および市町村は教育
委員会および衛生主管部局が
連携した会議体を設置し、医師
会や患者団体等の関係団体と
も協力しながら、また外部講師
を活用しながらたがん教育が実
施されるよう、国は必要な支援
を行う

指標 指標 指標

国民ががん予防や早期発見
の重要性を認識している★

国は、教員や外部講師を対象と
した研修会を実施する

国は、学校でのがん教育につい
て全国的に把握する★

学校の教員ががんについて
理解している。外部講師は学
校でのがん教育を実施する
上での留意点や指導方法を
理解している

4021 外部講師を活用してが
ん教育を実施した学校の割
合

4022 がん相談支援ｾﾝﾀｰ/
相談支援ｾﾝﾀｰを知っている
患者・家族の数

国は、がんに関する地域の
普及啓発をさらに進める

事業主や医療保険者は、雇用
者や被保険者・被扶養者ががん
に関する正しい地域を得ること
ができるように努める

国や地方公共団体は、がんに
関する普及啓発活動を推進す
る、民間団体や患者団体による
普及啓発活動を支援する

国や地方公共団体は、がん相
談支援センターやがん情報サー
ビスに関する広報を行う

国は、全国での実施状況を
把握したうえで、地域の実情
に応じて、外部講師の活用
体制を整備し、がん教育の
充実に努める★

国、地方公共団体は、患者と家
族が痛みや辛さを感じることなく
過ごせる社会を構築するため、
関係者に対して効果的な普及
啓発を行う



第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

　指標　〔都道府県がん対策推進協議会における患者委員の割合〕

本資料は、がん政策サミット事務局が、国の第3期がん対策推進基本計画をロジックモデルに落とし込んだものに、第73回がん対策推進協議会資料6で示された国の中間指標案（赤字）を当てはめたものです。


